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Future Estimation of People
and Households
Requiring Long-Term Care for Japan




Japan’s tax and social security systems are designed based on the
concept of a standard household. However, in reality, a variety of
households have emerged. In the nursing-care insurance system especially,
households are more important than individuals are. In this study,
we estimate Japan’s population, households and the number of people
and households requiring long-term care using an agent-based model
(ABM), in which we set the initial values to represent Japan’s actual
population and household composition with individuals as agents, and
which incorporates life events such as aging / death, marriage, childbirth,
divorce, and cohabitation. According to our analysis, the number of people
and households requiring long-term care rapidly increases. Especially,
the increase in the number of women, one-person household and persons
requiring long-term care 3 are serious. It will put a heavy burden on
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2) Billari et al.（2003, 2006）より。
3) Brlliari（2015）より。
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kc,x,s = 1 (1)
　ここで介護受給率 k、人口 POP、介護受給者数 LPOP、年齢 x、要支援要
介護度 c、性別 sである。cはゼロから 7までの値をとり、c = 0の場合は要支
援要介護状態にないことを表す（以後、「なし」と表記）。c = 1は「要支援 1」
であり、最後の c = 7は「要介護 5」である。なお、介護受給率の分母 POP
のデータとして総務省統計局『人口推計（平成 29年 10月 1日現在）』を用い、
分子 LPOP は厚生労働省『介護給付費等実態調査報告（平成 29年度）』から
得られる受給者数を線形補間で 1歳刻みに修正したデータを用いている。
各エージェントに介護受給率を設定したのち、一様乱数を発生させ、乱数
の値が、c = nの累積相対度数を超えている、かつ、c = n + 1の累積相対度
数以下であれば、要支援要介護度は c = n + 1に設定される。具体的には 65
歳の男性の場合、要支援要介護度が「なし」（c = 0）の確率は 97.3%、要支援
1(c = 1)となる確率は 0.1%である。この時、発生させた乱数が 97.3%以下で
あればこのエージェントの要支援要介護度は「なし」、97.3%超かつ 97.4%以













































である。x歳の時点で要支援要介護度が c = 0「なし」の場合、x + 1歳の時
点で維持確率または変遷確率に応じて①「なし」を維持する、あるいは②要支
援要介護状態になる（c = 1「要支援 1」～ c = 7「要介護 5」）とする。まず、












LPOP 0,x,s(1 − fx,s)
(3)
変遷確率 g の分母 LPOP 0,x,s(1− fx,s)は男女別の 65歳以上の各年齢の要支
援要介護状態「なし」の者のうち要支援要介護状態に変化するものの総数であ
り、分子 LPOP c,x+1,s は、x + 1歳時点での要支援要介護度別の介護受給者




ある。x + 1歳時点にどの要支援要介護度になるか、その変遷確率 hc を考え
る。一般的に、x歳時点よりも、x + 1歳時点の方が、重度である「要介護 4」
や「要介護 5」の介護受給率は増加する。x + 1歳時点の「要介護 5」は、x歳
時点の「要介護 4」と「要介護 5」が変遷して構成され、x + 1歳時点の「要介
護 4」は、x歳時点では「要介護 3」と「要介護 4」が変遷して構成されると
考えることができる。「要介護 1」から「要介護 3」も同様である。
そこで本稿では、x歳の時点で c = 7「要介護 5」の場合は、x+1歳になって
も同じく c = 7「要介護 5」が続くと仮定する。この想定では変遷確率 h7 = 1
— 23 —




x歳の時点で要支援要介護度が c = 1「要支援 1」以上の場合は、x + 1歳
の時点で、x歳と同じ要支援要介護度が続くか、もしくは 1段階上の要支援要
介護度になるか、この 2つの状態だけが実現すると考える。このとき、x + 1






ここで、kc,x,s は上記で設定した x歳時点での要支援要介護度 cの介護受給
率、kc,x+1,s は x + 1歳時点での要支援要介護度 cの介護受給率である。一様
乱数を発生させ、変遷確率 hc を下回れば、x + 1歳の時点でも x歳と同じ要
支援要介護状態とするが、超えれば 1段階上の要支援要介護状態となる。
厚生労働省『介護給付費等実態調査報告』にある介護受給者の動きを見る










5) ただし、すべてのエージェントが、x 歳から x + 1 歳になるときに、「要介護 5」を維持できる
わけではなく、死亡確率によって死亡するエージェントもいることに注意しなければならない。













7) 人口の乗率は 10,157.04、世帯の乗率は 9649.96 である。
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数の合計は 2015年の 349万人を底として、2041年の 731.8万人まではほぼ
増加し続けるものの、その後は日本全体の人口減少とともに減少する。しかし
それでも、2065年時点での 630.7万人という数字は、2015年時点での要支援
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何らかの支援あるいは介護を必要とする状態に陥る。
特に、特別養護老人ホームの入所基準である要介護 3以上の者の増加が著し
















年は 10.1%）である。また、要介護度 3以上の要介護者数の割合は 2015年の




大きく、2015年の 2.1%から 2065年には 4.0%まで上昇する。財政面から見る
と、2019年 11月現在の要介護 2の在宅サービスの支給限度額は 19万 7,050
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の割合は 7.9%まで増加する。それぞれの要介護度の変化の内訳は、要介護 3
























え、75歳以上に限定しても 46%を占める。一方で 2015年時点では 4割を超

















































る。要介護 3以上の要介護者の割合は 2015年の 1.6%から 2065年の 9.5%ま
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（平成 27）～2040（平成 52）年：2018 年（平成 30）年推計」。
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